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第１章 重層的支援体制整備事業の実施について 

１ 重層的支援体制整備事業の概要 

日本の福祉政策は、子ども・障がい者・高齢者といった対象者の属性や要介護・

虐待・生活困窮といったリスクごとに制度を設け、現金・現物給付の提供や専門的

支援体制の構築を進めることで、質量ともに、その内容は充実してきました。 

一方で、人々のニーズに目を向ければ、例えば社会的孤立をはじめとする、生き

る上での困難・生きづらさはあるものの既存制度の対象となりにくいケースや、い

わゆる「8050」やダブルケアなど、個人・世帯が複数の課題を抱え、個別の対応

に加えて課題全体を捉えて関わることが必要なケースなどが顕在化しています。 

このような中、国では令和２年６月に成立した「地域共生社会の実現のための社

会福祉法等の一部を改正する法律」（令和 2年法律第 52号）により、市町村にお

いて地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築

することとしています。そのため、「属性を問わない相談支援」、「参加支援」、「地域

づくりに向けた支援」を３つの柱として、効果的・円滑な実施に向け、「アウトリー

チ等を通じた継続的支援」、「多機関協働による支援」を新たな機能として強化し、

これら５つの支援を一体的に取り組む「重層的支援体制整備事業」が、令和３年４

月に創設されました。 

「重層的支援体制整備事業」に取り組むことで、相互作用が生じ以下（ア）～（ウ）

の支援効果が高まることが期待されます。 

（ア） 狭間のニーズにも対応し、相談者を適切な支援につなげやすくすること

で、相談支援が効果的に機能する。 

（イ） 地域づくりが進み、地域で人と人とのつながりができることで、課題を

抱える住民に対する気づきが生まれ、早期の相談支援につながる。 

（ウ） 災害時の円滑な対応にもつながる。 

図１ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援フ

ローについて」抜粋 
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■重層的支援体制整備事業の支援フロー（イメージ） 

図２ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援フ

ロー」令和２年１１月３０日抜粋 

■重層的支援体制整備事業（社会福祉法第１０６条の４第２項） 

図３ 厚生労働省社会・援護局地域福祉課資料「社会福祉法の改正趣旨・改正概要（重層的支援

体制整備事業について）令和２年９月１７日」抜粋     
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防
災

第２章 重層的支援体制整備事業実施計画の策定 

１ 計画の位置付け 

田原市では、重層的支援体制整備事業を行うにあたって、社会福祉法第 106 条

の５の規定に基づき、重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、

事業の提供体制に関する事項等を定める実施計画を策定します。 

なお、社会福祉法第 107 条の規定に基づき策定される第４期田原市地域福祉計

画（2024 年度～2029 年度）は、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、

児童の福祉その他の福祉各分野における共通的な事項」を記載する、いわゆる「上

位計画」として位置付けています。 

また、重層的支援体制整備事業実施計画については、地域福祉計画に定める「包

括的支援体制の整備」に関する事項のうち、重層的事業の実施に関する具体的な計

画を定めるものであり、その内容は各関連計画の内容と整合を図ります。 

図４ 田原市重層的支援体制整備事業実施計画と各計画との関係性 
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R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

計画名（計画期間） 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

総合計画(10)
第2次

地域福祉計画(6)
第3期

第4期 中間見直し

重層的支援体制整備事業実施計画(6) 第1期 中間見直し（地域福祉計画へ包含検討）

高齢者福祉計画(3)
第9次 第10次

障害者計画(6)
第4期(第6期障害福祉計画等)第7期障害福祉計画等

子ども・子育て支援事業計画(5)
第2期 第3期

健康たはら21計画(10)
第2次 第3次 中間評価

第5期　　　　　　　　中間見直し

第2期　　　　　　　　中間見直し

２ 計画期間 

本計画の計画期間は６年間とし、事業の取組状況を踏まえて中間見直しを行いま

す。 

なお、「第４期田原市地域福祉計画」の期間終了後は、本計画を「第５期田原市地

域福祉計画」に包含する形での策定についてを検討します。 

図５ 各種関連計画の期間 
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第３章 重層的支援体制整備事業において実施する事業 

（社会福祉法第１０６条の４）及び実施体制 

１ 実施事業 

重層的支援体制整備事業は、地域住民が抱える複雑化・複合化した「狭間のニー

ズ」への対応として、包括的な支援体制の整備を目的に市町村支援ニーズに対応す

る包括的な支援体制の構築を推進するものです。 

以下の（ア）から（ウ）までを３つの柱として、それらを効果的・円滑に実施す

るため、以下の（エ）、（オ）の支援事業を一体的に実施します。 

（ア） 属性を問わない相談支援事業

本人・世帯の属性に関わらず受け止める 相談支援 

（イ） 参加支援事業

本人・世帯の状態に合わせ、地域資源を活かしながら、就労支援、居住

支援などを提供することで、社会とのつながりを回復する支援 

（ウ） 地域づくりに向けた支援事業

地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様 

な活躍の機会と役割を生み出す支援 

（エ） アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

本人との信頼関係構築に向けた支援に力点を置き、支援が届いていない 

人へ支援を届ける 

（オ） 多機関協働による支援事業

通常の連携では対応困難なケースにおける役割分担や支援の方向性の 

整理、支援調整を行う 

図６ 予防的な支援をスタートとした場合の重層的支援体制整備事業の全体図 
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重層的支援体制整備事業において、【表】の包括的相談支援事業に位置付けられる

のは既存の4事業であり、新たな機能として相談者の属性や世代、相談内容に関わ

らず相談を受けとめ、自らでは解決できない場合に他の機関との連携や、多機関協

働事業へとつなぐ役割が期待されます。

また、地域づくり事業も同様に既存の仕組みを土台として、世代や属性を超えて地

域の多様な主体がつながる場づくりを進め、生きづらさを許容できる地域に向け、地

域住民の理解と協力を得ていきます。 

【表】重層的支援体制整備事業で実施する事業 

包括的相談支援

事業 

・高齢者支援センター（地域包括支援センター）【介護】 

・障害者相談支援事業【障害】 

・利用者支援事業【子ども】 

・生活困窮者自立相談支援事業【困窮】 

地域づくり事業 ・地域介護予防活動支援事業【介護】 

・生活支援体制整備事業【介護】 

・地域活動支援センターの基本事業【障害】 

・地域子育て支援拠点事業【子ども】 

・地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤

づくり事業【困窮】 

新たな機能 ・多機関協働事業 

・参加支援事業 

・アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

・地域における生活困窮者支援等のための地域づくり事業

【困窮】 
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２ 実施体制（支援関係機関） 

（１） 相談支援 

専門職による対人支援においては、生きづらさの背景が明らかでない場合なども

含め、全ての人々を対象に本人と支援者が継続的に関わるための相談支援を重視し

ます。 

また、属性を問わない相談支援では、本人やその世帯の属性を問わず包括的に相

談を受け止め、支援機関全体で支援する体制を整備するため、「①包括的相談支援

事業」、「②多機関協働事業」、「③アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」の３つ

の事業を実施します。 

図７ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援フ

ローについて」抜粋 
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① 包括的相談支援事業（社会福祉法第106条の４第 2項第1号）

介護、障害、子育て、教育、生活困窮分野の各相談支援事業者が、相談者の属性

に関わらず、包括的に相談を受け止め、利用可能な福祉サービス等の情報提供等を

行うとともに、支援関係機関との連絡・調整を行います。 

また、複合的な課題を抱えるため、課題全体の解きほぐしを行う必要があるケー

スや、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業や参加支援事業の対象となることが

想定されるケースは、包括的相談支援事業者から多機関協働事業者に支援を依頼し

ます。 

その際には、包括的相談支援事業者が多機関協働事業の利用申込（本人同意）を

取るなど、多機関協働事業者がアセスメントを行うために必要な情報については、

基本的に包括的相談支援事業者が収集します。 

■実施体制（包括的相談支援事業者） 

支援関係機関名 主な相談支援の

内容 

対象 運営 

形態 

設置数 担当課

高齢福祉課 高齢者福祉・介

護保険相談 

高齢者 直営 １ 高 齢 福

祉課 

高齢者支援センター 地域包括支援セ

ンター運営事業 

高齢者 委託 ８ 高 齢 福

祉課 

地域福祉課 生活保護 生活保護

相談者 

直営 １ 地 域 福

祉課 

社会福祉協議会 自立相談支援事

業 

生活困窮

者 

委託 １ 地 域 福

祉課 

障害者総合相談セン

ター 

障害者相談支援

事業 

障害者 委託 １ 地 域 福

祉課 

相談支援事業所 障害者相談支援

事業 

障害児・

者 

委託 ４ 地 域 福

祉課 

相談支援事業 障害者相談支援

事業 

障害者 委託 １ 地 域 福

祉課 

成年後見センター 権利擁護相談  委託 １ 〃 

こども家庭センター 利用者支援事業

（こども家庭セ

ンター型） 

子ども・

保護者 

直営 １（３） 子 育 て

支援課・

親 子 交

流館・健

康課 
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親子交流館・子育て

支援課 

利用者支援事業

（基本型） 

子ども・

保護者 

直営 ２ 親 子 交

流館・子

育 て 支

援課 

児童発達支援センタ

ー 

障害児 直営 １ 子 育 て

支援課 

教育サポートセンタ

ー（SSW・SC） 

小中学校 子ども 直営 １ 学 校 教

育課 

子ども・若者総合相

談窓口（訪問型アウ

トリーチ家庭教育支

援チーム） 

不登校・ひきこ

もり・ニートな

どの悩みごと相

談 

おおよそ

４０歳未

満の子ど

もや若者

と、その

家族 

直営 １ 生 涯 学

習課 

図８ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援

フローについて」抜粋 
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② 多機関協働事業（社会福祉法第106条の４第2項第５号）

①包括的相談支援事業で受け止めた困りごとのうち、支援関係機関の通常の連携

のみでは対応が難しい複雑化・複合化した困難ケースについては、「相談支援包括

化推進員」が多機関調整管理者に相談し、役割分担や支援の方向性の整理、支援の

調整を行うとともに、必要に応じて多機関調整管理者が重層的支援会議を開催し、

支援関係機関との協議を行います。 

重層的支援会議は、多機関協働事業において実施し、本人同意を得たケースに関

して関係機関間の連携やプランの検討、支援の終結、資源の把握や創出等について

協議します。 

なお、多機関協働事業は、支援関係機関の抱える課題をアセスメントし、各々の

役割分担や支援の方向性を整理する役割を担うものであり、基本的には直接の個別

支援は行わないこととします。 

多機関協働事業による相談受付を行うことが決まった場合、基本的には紹介元の

支援関係機関が、本人から利用申込（本人同意）を取りますが、不安がある場合な

どには、相談支援包括化推進員が直接本人に会い説明を行います。 

相談支援包括化推進員が本人・世帯の状態を把握し、アセスメントするために必

要な情報は、基本的に包括的相談支援事業者をはじめ、その他適切な支援関係機関

に依頼することとしますが、状況に応じて相談支援包括化推進員が自宅訪問や面接

を行うこととします。 

収集した情報は、相談支援包括化推進員がまとめるほか、必要に応じて重層的支

援会議に提示します。 

支援プランの作成（社会福祉法第106条の４第2項第6号）は、支援関係機関

の役割や支援の方向性を整理し、多機関協働事業と一体的に実施しますが、早期に

参加支援事業やアウトリーチ等を通じた継続的支援事業につないだ方が良い場合

には、プラン作成前であっても連携を図ります。 

本人の課題が整理され、今後の支援の見通しがつき、支援関係機関の役割につい

て合意形成が図られた時点で、本事業支援は終結となります。 

■相談支援包括化推進員（複数名配置） 

事業 相談機関名 事業者 

介護 高齢者支援センター 受託事業者 

障害 基幹相談支援センター 民間事業者 

子ども こども家庭センター 田原市役所こども健康部 

教育 

教育サポートセンター 
田原市役所教育部 

子ども・若者総合相談窓口 

訪問型アウトリーチ家庭教育支援チーム
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生活保護 地域福祉課援護係 田原市役所福祉部 

生活困窮 自立支援事業相談窓口 田原市社会福祉協議会 

■多機関調整管理者 田原市福祉部地域福祉課に1名配置

■実施体制

支援関係機関名 主な事業の内容 対象 
運営

形態
設置数 担当課 

相談支援包括化推進員
多機関協働事業 困難ケース 

委託

直営

３ 

３ 

高齢福祉課 

地域福祉課 

こども健康部

教育部 

多機関調整管理者 直営 １ 地域福祉課 

図９ 田原市における多機関協働事業実施体制のイメージ 
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図１０ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援

フローについて」抜粋 

③ アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（社会福祉法第 106 条

の４第2項第４号）

長期にわたりひきこもりの状態にあるなど、支援ニーズを抱えながらも自ら支援

を求めることのできない人や、支援につながることに拒否的な人に対し、本人と直

接かつ継続的に関わるための信頼関係の構築や、本人とのつながりの形成に向け、

以下のアからオの５つの支援を行います。 

ア 潜在的なニーズを抱える人を早期に発見するため、関係機関と連携し、つな

がりの中から相談者を発見する。【会議や連携を通じての情報収集】 

イ ニーズを抱える人に直接支援を届けるため、丁寧に情報収集や会うための方

策を検討する。【事前調整】 

ウ 関係性の構築に向け、本人に手紙を置いたり、チラシ等で情報提供したりす

るなど間接的な関わりを行う。【関係性構築に向けた支援】 

エ 自宅訪問を含め、本人のところまで赴き支援を行う。【家庭訪問】 

オ 本人に出会えた後も、自宅から出ることが困難な者や適切な支援関係機関に

つながることが困難な者に対して、自宅訪問などを行い、外出支援など適切な

支援（支援の入口）につなげる。【家庭訪問、同行支援】 

アウトリーチ等事業者は、本人同意を得る前の支援として、プランを作成し、支

援会議（社会福祉法第 106 条の 6）に諮り、関係者で支援の方向性や方法の妥当



13 

性等について検討し、支援の質と内容を担保するよう努めます。 

支援会議は、田原市が会議運営を行い、行政内部の関係部署も含めて、多くの関

係機関・関係者で構成し、守秘義務を設けます。そのことにより、潜在的な相談者

に支援を届けられるよう、本人の同意がない場合にも情報共有に基づく支援の検討

等が可能となります。 

本人同意後の継続支援としては、本人との信頼関係を構築し、丁寧なアセスメン

トを行います。そして必要な支援や今後の方向性を共に検討し、プラン（法第106

条の４第2項第6号）を作成し、重層的支援会議に諮ります。 

アウトリーチ等事業者は、単独又は必要に応じて多機関協働事業につなぎ、連携

しながら支援を行います。 

本人にとって適切な支援関係機関につなぐことができた段階で、支援は終結とな

ります。 

■実施体制 

支援関係機関名 主な取組の内容 対象 
運営

形態
設置数 担当課 

地域福祉課援護係 継続的支援事業 支援が届いて

いない人 

直営 １ 地域福祉課 

図１１ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援

フローについて」抜粋
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図１２ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「②重層的支援体制整備事業における各事業の支

援フロー」抜粋

（２） 参加支援 

個別のニーズを基に様々な関係者に働き掛け、本人にとって必要な資源を生み出

していく「参加支援」を新たに設けます。 

介護・障害・子ども・困窮等の各分野で行われている既存の社会参加に向けた支

援では対応できない個別ニーズに対応するため、地域の社会資源などを活用して社

会とのつながりづくりに向けた支援を行います。 

① 参加支援事業（社会福祉法第106条の４第2項第２号）

本人のニーズや課題を丁寧に把握し、本人と地域資源との間の調整を行います。 

また、新たに社会資源に働きかけるとともに、既存資源の拡充を図ることで、本

人や世帯のニーズや状態に合った支援メニューを創設します。 

さらに、マッチング後に本人の状態や希望に沿った支援ができているかフォロー

アップを行います。 

参加支援事業の実施にあたっては、行政内部のみで完結するのではなく、田原市

が委託する参加支援事業者との連携により、事業を円滑に進めます。 

また、参加支援事業者が、参加支援の担い手となる地域資源と行政との間を取り
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持つ役割を担うことによって、「地域資源の開発」が円滑に進むことになります。 

ア 相談受付 

参加支援事業については、多機関協働事業でアセスメントを行い、重層的支援

会議において必要と判断された場合に利用開始となります。 

ただし、参加支援事業が早期に関わった方が良い場合には、重層的支援会議で

の支援決定前から、本人との関わりを始めることもあります。 

イ プラン作成 

相談受付後、アセスメントを行い、社会参加に向けた支援の方向性や内容が定

まった段階で、プランを作成し、重層的支援会議に諮ります。 

プランは、人や地域とのつながりの希薄化など本人や世帯の抱える課題に対し、

社会や他者とのつながりを創出する個別支援を目的とします。 

ウ 支援の実施 

支援ニーズを踏まえた丁寧なマッチングと社会参加に向けたメニュー作りの

取組は、相談者の有無に関わらず、地域への働きかけを行い、支援メニューの拡

充を図ります。また、協力企業等に必要な実費相当分の謝礼の支出など、本人の

定着と受け入れ先への支援を行います。 

エ 終結 

地域資源等とのつながりができ、その関係性が安定した段階で、プランによる

支援は終結となりますが、その後もつながり維持に向けた働きかけを行います。 

■実施体制 

支援関係機関名 主な取組の内容 対象 
運営

形態
設置数 担当課 

民間事業者 参加支援事業 引きこもりや

狭間のニーズ

を抱えた人 

委託 １ 地域福祉課 
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図１３ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援

フローについて」抜粋 

図１４ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「②重層的支援体制整備事業における各事業の支

援フロー」抜粋抜粋 
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（３） 地域づくり支援 

住民同士が気にかけ合う関係性を育むための「地域づくりへの支援」を重視し、

支援者による相談支援との両輪で地域のセーフティネットの充実を図ります。

① 地域づくり事業（社会福祉法第106条の４第2項第３号）

地域づくり事業は、既存の地域づくり関係の取組を活かしつつ、多様な地域活動

が生まれやすい環境の整備を目的とし、主に以下の２つを内容とします。 

ア 世代や属性を超えて住民同士が交流できる多様な場や居場所を整備します。

【多様な「場」づくり】

イ 地域における個別の活動や人を把握し、市民に身近な地域において、「人と

人」、「人と場所」などをつなぎ合わせます。【つなぎ・コーディネートの役割】

■実施体制 

支援関係機関名 主な事業内容 主な 

対象 

運営 

形態 

対象圏域 担当課 

高齢福祉課 介護予防教室 高齢者 直営 全域 高齢福祉課 

社会福祉協議会 生活支援体制整備 高齢者 委託 全域 高齢福祉課 

社会福祉協議会 サロン等の開設・運

営支援 

高齢者 

困窮者 

一部

委託 

全域 高齢福祉課 

地域福祉課 

社会福祉協議会 生活ささえあいネ

ット（地域における

生活困窮者支援等

のための地域づく

り事業） 

ち ょ っ

と し た

困 り ご

と の あ

る人 

委託 全域 地域福祉課 

地域活動支援セ

ンター 

創作的活動、生産活

動の機会の提供 

障害者 委託 全域 地域福祉課 

地域子育て支援

センター 

乳幼児、親子の交流

や子育ての相談及

び情報提供 

子ども 

保護者 

直営 

・ 

補助 

市内３か

所 

子育て支援

課・親子交流

館 

地域コミュニテ

ィ協議会 

福祉活動奨励金に

よる通いの場支援 

高齢者 補助 全域 高齢福祉課 
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 図１５ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援

フロー」令和２年１１月３０日抜粋 

図１６ 厚生労働省社会援護局地域福祉課資料「重層的支援体制整備事業における具体的な支援 

フロー」令和２年１１月３０日抜粋 
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資料編 

１ 重層的支援体制整備事業実施要綱 
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（令和3年6月 15日 社援発0615第 2号 厚生労働省社会・援護局長「重層的支援体制整

備事業の実施について」抜粋） 
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２ 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改

正する法律（令和二年法律第五十二号）抜粋 

社
会
福
祉
法

令
和
三
年
四
月
一
日
施
行
新
旧
対
照
表
（
改
正
案
）
抜
粋



22 



23 

（
略
）



24 

田原市重層的支援体制整備事業実施計画 

発行年月：２０２４（令和６）年３月 

発  行：田原市 

編  集：福祉部地域福祉課 

住  所：愛知県田原市田原町南番場３０番地１ 

電  話：（０５３１）２３－３５１２ 

Ｆ Ａ Ｘ：（０５３１）２３－３５４５ 


